
 

 

 

 

 

 

 

平成３０年度 消費生活相談状況のまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年６月２８日 

 

 

 

高知県立消費生活センター 

 

文化生活スポーツ部 県民生活・男女共同参画課 

 

 

 

 

 

 



 

 

目        次 

 

 

◎ 概要  ･･････････････････････････････････････････････････････････ １ 

 

１．相談受付件数  ･･･････････････････････････････････････････････････ ２ 

 

２．個人情報相談  ･･･････････････････････････････････････････････････ ２ 

 

３．消費生活相談  ･･･････････････････････････････････････････････････ ３ 

 

  （１）相談方法別  ･･･････････････････････････････････････････････ ３ 

 

  （２）相談結果別  ････････････････････････････････････････････････ ３ 

 

  （３）契約当事者別  ･････････････････････････････････････････････ ３ 

 

  （４）商品･サービス分類別  ･･････････････････････････････････････ ５ 

 

  （５）トラブルの多い商品･サービス  ･･･････････････････････････････ ６ 

 

  （６）販売購入形態別   ･･････････････････････････････････････････ ８ 

 

  （７）主な悪質商法別  ････････････････････････････････････････････ ９ 

 

  （８）架空請求･不当請求  ････････････････････････････････････････ ９ 

 

４．フリーローン･サラ金、多重債務に関する相談  ･･････････････････････１１ 

 

５．投資商品に関する相談  ･･･････････････････････････････････････････１３ 

 

６．劇場型勧誘によるトラブルに関する相談  ･･･････････････････････････１３ 

 

７．県内市町村消費生活相談受付状況  ･････････････････････････････････１４  



   1 

 

 

 

 

１ 県立消費生活センター受付状況  

（１）相談受付件数 

     平成３０年度（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）に寄せられた相談は２,５８４件で、 

前年度（３,１２１件）に比べて１７.２％減少しました。 

 

  （２）相談内容等     

●６０歳以上の契約当事者が多い 

６０歳以上の契約当事者が全体に占める割合は、ここ5年間で一番高い４３％となっています。

特に、７０歳以上の契約当事者は、前年度より５６人増えて６３７人となり、全体の２５％を占め

ています。 

 

●相談の多い商品・サービスは「放送・コンテンツ等」と「融資サービス」、「インターネット通信サービス」 
1位の「放送・コンテンツ等」は、インターネット等のサイト利用に関するワンクリック請求や、

架空請求に関する相談で２６３件（うちアダルトサイト４７件、オンラインゲーム１７件、出会い

系サイト１７件）、また、2 位の「融資サービス」は１８３件（主にフリーローン・サラ金１６１

件）、３位の「インターネット通信サービス」は１０５件と、順位に変動はないものの、いずれも

前年度に比べて減少しました。 

 

●幅広い年代で通信サービスに関する相談が多い 

「放送・コンテンツ等」や「インターネット通信サービス」に関する相談など、通信サービス関

連の相談が幅広い年代から寄せられていますが、相談件数は、前年度と比べると減少しています。 

「インターネット通信サービス」に関する相談では、「インターネットの利用料金が安くなる」

と電話で説明され、言われるままにパソコンを操作したところ、後日書面が届いてはじめてプロバ

イダが変更されたことに気付いたとか、オプションが付けられていて、利用料金が高くなったとい

う相談が寄せられています。 

 

●「電気」に関する相談が増加 

少なくとも過去１０年間は、上位１０位以内に入ってなかった「電気」に関する相談が増加して

います。大手の電気事業者であるかのように装って個人情報を取得したり、「電気料金が安くなる」

と勧誘電話をかけてくるなど、電力の小売自由化に伴う相談が寄せられています。 

 

●インターネット通販での健康食品や化粧品の購入に関する相談が多い 

インターネット通販などで、「お試し」のつもりで低価格に設定されている健康食品の申込みを

したところ「定期購入になっていた」「解約しようと思い、電話をするがつながらない」、「解約し

ようとしたら、割引前の高額な料金の支払いを求められた」などの相談が寄せられています。 

 

●フリーローン・サラ金に関する相談 

平成２８年度に増加に転じたフリーローン・サラ金に関する相談は、減少し、前年度より１０件少

ない、１６１件となっています。一方で、相談が増加した４０歳代を中心に借金が多く返済が困難

などという相談が寄せられています。 

 

●架空請求（身に覚えのない請求）に関する相談 

架空請求に関する相談は４９２件で前年度（８０３件）に比べて大幅に減少しましたが、前年度

に引き続き「架空請求」のハガキに関する相談が、多く寄せられています。 

２ 県内市町村消費生活相談受付状況 

      県内 34 市町村の窓口が受け付けた消費生活相談は３,２２４件となり、前年度（３,１８６件）に

比べて１.２％（３８件）増加しました。そのうち、高知市、南国市、幡多広域の各消費生活センター

で受け付けた相談は２,７２１件で、市町村受付件数全体の約８４％を占めています。 

平成３０年度に高知県立消費生活センターに寄せられた相談の概要 
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１. 相談受付件数 

平成３０年度の相談受付総数は、２,５８４件で、前年度（３,１２１件）比では１７.２％ 

（５３７件）減少している。 

 

表―１  消費生活相談、個人情報相談別件数 

 
苦情相談 問合せ 要望 H３０計 H２９同期 増減 

対 前 年 比

（％） 

消費生活相談 ２，４１４ １６４ １ ２，５７９ ３,１１０ －５３１ ８２.９ 

個人情報相談 ４ １ ０ ５ １１ －６ ４５.５ 

合計 ２，４１８ １６５ １ ２，５８４ ３，１２１ －５３７ ８２.８ 

 

図－１  相談受付件数推移 

 

 

２．個人情報相談 

  平成３０年度の消費生活に係る個人情報に関する相談は、５件で、前年度（１１件）比では 

５４.５％（６件）減少している。 

 

表－２  個人情報相談内容（重複あり） 

目的外 

利用 

不適正

な取得 

情報内容

の誤り 

漏洩・ 

紛失 

委託先

の監督 

同意の 

ない提供 

オプト

アウト

違反 

開示等 
苦情の 

窓口対応 
その他 

１ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０ １ １ 
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３．消費生活相談                    

(１)相談方法別 

表－３  相談方法別 

       H３０ H２９ 

増減 
件数 

構成比

（％） 
件数 

構成比

（％） 

来   訪 ３５４ １３.７ ４１８ １３.５ －６４ 

電   話 ２，２０２ ８５.４ ２，６４５ ８５.０ －４４３ 

文   書 ２３ ０．９ ４７ １.５ －２４ 

合   計 ２，５７９ １００.０ ３，１１０ １００.０ －５３１ 

 

 

 (２)相談結果別 

表－４  相談結果別                                          

（令和元年６月２０日現在） 

他機関 

紹介 

助言 

（自主交渉） 

その他 

情報提供 
斡旋解決 斡旋不調 処理不能 処理不要 処理中 

９６ １，７８６ ４５８ ９９ １６ ５３ ４５ ２６ 

 

  

 (３）契約当事者別 

   前年度と比べて相談件数が増加した年齢層は、２０歳未満と７０歳以上となってる。６０

歳代の割合が減少しているが、これは、昨年多かった架空請求が大幅に減少したことが影響

しているためである。 

また、６０歳代以上の方の割合は約４３％と、全体に占める割合は年々増加している。 

 

表－５  契約当事者性別等   

 Ｈ３０ Ｈ２９ 
前年比（％） 

件数 構成比（％） 件数 構成比（％） 

性

別 

男性 ９５１ ３６.９ １，１４０ ３６.７ ８３.４ 

女性 １，４６５ ５６.８ １，８０３ ５８.０ ８１.３ 

団体 １１５ ４.４ １２２ ３.９ ９４.３ 

不明 ４８ １.９ ４５ １.４ １０６.７ 

合 計 ２，５７９ １００.０ ３，１１０ １００.０ ８２.９ 
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表－６  契約当事者年齢層 

 

 

 

    表－７  契約当事者職業別 

 Ｈ３０ H２９ 
前年比（％） 

件数 構成比（％） 件数 構成比（％） 

職
業
別 

給与生活者 ８２３ ３１.９ １，１０９ ３５.７ ７４.２ 

自営・自由業 ２０９ ８.１ ２７８ ８.９ ７５.２ 

家事従事者 ２２０ ８.５ ３０１ ９.７ ７３.１ 

学生 ８１ ３.２ ７５ ２.４ １０８.０ 

無職 ９０１ ３４.９ ９０６ ２９.１ ９９.４ 

企業・団体 １１５ ４.５ １２２ ３.９ ９４.３ 

その他・不明 ２３０ ８.９ ３１９ １０.３ ７２.１ 

合 計 ２，５７９ １００.０ ３，１１０ １００.０ ８２.９ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  Ｈ３０ H２９ 
前年比（％） 

件数 構成比（％） 件数 構成比（％） 

年

代

別 

20歳未満 ６５ ２.５ ６３ ２.０ １０３.２ 

20歳代 １５０ ５.８ １８７ ６.０ ８０.２ 

30歳代 １７６ ６.８ ２３８ ７.７ ７３.９ 

40歳代 ３２６ １２.７ ３８６ １２.４ ８４.５ 

50歳代 ３７４ １４.５ ４８８ １５.７ ７６.６ 

60歳代 ４７７ １８.５ ７００ ２２.５ ６８.１ 

70歳以上 ６３７ ２４.７ ５８１ １８.７ １０９.６ 

団体・不明 ３７４ １４.５ ４６７ １５.０ ８０.１ 

合 計 ２，５７９ １００.０ ３，１１０ １００.０ ８２.９ 
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(４)商品・サービス分類別 
 

    表－８  商品・サービス分類別 

 

H３０ H２９ 
前年比
（％） 

件数 
構成比
（％） 

件数 
構成比
（％） 

商 

 

 

品 

商品一般 ５３３ ２０.７ ６７３ ２１.６ ７９.２ 

食料品 １６７ ６.５ １８８ ６.０ ８８.８ 

住居品 ６９ ２.７ ８３ ２.７ ８３.１ 

光熱水品 ５７ ２.２ ３９ １.３ １４６.２ 

被服品 ９７ ３.８ ７６ ２.４ １２７.６ 

保健衛生品 ８３ ３.２ ９０ ２.９ ９２.２ 

教養娯楽品 １２５ ４.８ １４２ ４.６ ８８.０ 

車両・乗り物 ４５ １.７ ７３ ２.３ ６１.６ 

土地・建物・設備 ４７ １.８ ７９ ２.５ ５９.５ 

他の商品 ３ ０.１ ６ ０.２ ５０.０ 

小  計 １，２２６ ４７.５ １，４４９ ４６.５ ８４.６ 

サ 

 

｜ 

 

ビ 

 

ス 

クリーニング １８ ０.７ １２ ０.４ １５０.０ 

レンタル・リース・貸借 ９０ ３.５ １２４ ４.０ ７２.６ 

工事・建築・加工 ６９ ２.７ ８１ ２.６ ８５.２ 

修理・補修 ２９ １.１ ２２ ０.７ １３１.８ 

管理・保管 ２ ０.１ ３ ０.１ ６６.７ 

役務（サービス）一般 １６ ０.６ ２５ ０.８ ６４.０ 

金融・保険サービス ２９８ １１.５ ３０４ ９.８ ９８.０ 

運輸・通信サービス ４６１ １７.９ ６９６ ２２.４ ６６.２ 

教育サービス ７ ０.３ ４ ０.１ １７５.０ 

教養・娯楽サービス ４５ １.７ ４９ １.６ ９１.８ 

保健・福祉サービス ７２ ２.８ ７９ ２.５ ９１.１ 

他の役務（サービス） ９７ ３.８ ８６ ２.８ １１２.８ 

内職・副業・ねずみ講 ７ ０.３ ７ ０.２ １００.０ 

他の行政サービス ３２ １.２ ２４ ０.８ １３３.３ 

小  計 １，２４３ ４８.２ １，５１６ ４８.８ ８２.０ 

他の相談 １１０ ４.３ １４５ ４.７ ７５.９ 

合   計 ２，５７９ １００.０ ３，１１０ １００.０ ８２.９ 
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(５）トラブルの多い商品・サービス 

①トラブルの多い商品・サービス 

○インターネット等のサイト利用に関するワンクリック請求や架空請求などの「放送・コン

テンツ等」の相談件数は減少しているものの、最も多い状況が続いている。 

○上位６位までは、前年度と順位が同じであるが、いずれも相談件数は減少している。 

○少なくとも過去１０年間は上位になかった「電気」に関する相談が、電力小売自由化の影

響もあり、８位となっている。 

 

 

表－９ 相談件数の多い商品・サービス 

 商 品 ・ サービス Ｈ３０ H２９ 増減 

１ 

放送・コンテンツ等 

主に  デジタルコンテンツ 

うち アダルト情報サイト 

オンラインゲーム 

                   出会い系サイト 

２６３ 

２３０ 

４７ 

１７ 

１７ 

４６２ 

３９６ 

６７ 

２０ 

１８ 

－１９９ 

－１６６ 

－２０ 

－３ 

－１ 

２ 
融資サービス 

主に フリーローン・サラ金 

１８３ 

１６１ 

１９３ 

１７１ 

－１０ 

－１０ 

３ 
インターネット通信サービス 

主に 光ファイバー 

１０５ 

７３ 

１３１ 

８０ 

－２６ 

－７ 

４ 健康食品 ９８ １２２ －２４ 

５ 借家・賃貸アパート ７１ ９３ －２２ 

６ 工事・建築・加工 ６９ ８０ －１１ 

７ 化粧品 ５５ ５０ ５ 

８ 電気 ４５ １５ ３０ 

８ 
移動通信サービス 

主に 携帯電話サービス 

４５ 

２９ 

５２ 

３８ 

－７ 

－９ 

１０ 自動車 ３５ ５６ －２１ 

＊デジタルコンテンツ･･･インターネットを通じて得られる情報。 
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②年齢層別で相談の多い商品･サービス 

○前年度まで過去３年間全ての年齢層で相談件数が最も多かった「放送・コンテンツ等」に関

する相談は、順位の入替わりはあるものの、全ての年齢層で上位２位以内と引き続き多い状

況となっている。 

○「融資サービス」「健康食品」に関する相談が幅広い年齢層から寄せられている。 

○「電気」に関する相談は、６０歳代以上から多く寄せられている。 

 

表－１０ 年齢層別で相談の多い商品・サービス 

２０歳未満 ２０歳代 ３０歳代 

１ 

放送・コンテンツ等 

主に デジタルコンテンツ 

うちオンラインゲーム 

アダルト情報サイト 

出会い系サイト 

２５ 

23 

9 

5 

2 

１ 

放送・コンテンツ等 

全て デジタルコンテンツ 

うち出会い系サイト 

アダルト情報サイト 

 

３６ 

36 

8 

7 

 

１ 

 

融資サービス 

 主に フリーローン・サラ金 

 

２９ 

27 

２ 健康食品 ４ ２ 
融資サービス 

 全て フリーローン・サラ金 

１３ 

13 
２ 

放送・コンテンツ等 

主に デジタルコンテンツ 

うち出会い系サイト 

オンラインゲーム 

２６ 

21 

3 

3 

３ 借家・賃貸アパート ３ ３ 

自動車 ８ 

３ 

借家・賃貸アパート １１ 

理美容 ８ 

インターネット通信サービス
全て インターネット接続回線 

うち 光ファイバー 

１１ 

11 

9 

 
５ 借家・賃貸アパート ７ ５ 健康食品 ９ 

４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 

１ 
融資サービス 

主に フリーローン・サラ金 

４７ 

42 
１ 

放送・コンテンツ等 

主に デジタルコンテンツ 

うちアダルト情報サイト 

出会い系サイト 

４３ 

40 

6 

3 

１ 

放送・コンテンツ等 

主に デジタルコンテンツ 

うちアダルト情報サイト 

 

３３ 

31 

13 

 

２ 

放送・コンテンツ等 

主に デジタルコンテンツ 

 うちアダルト情報サイト 

オンラインゲーム 

４１ 

38 

13 

3 

２ 
融資サービス 

主に フリーローン・サラ金 

３９ 

36 
２ 
融資サービス 

  主に フリーローン・サラ金 

２４ 

22 

３ 化粧品 １２ ３ 

インターネット通信サービス 

主に インターネット接続回線 

うち 光ファイバー 

１６ 

14 

12 

３ 

インターネット通信サービス
主に インターネット接続回線 

うち 光ファイバー 

１７ 

15 

11 

４ 

健康食品 ９ 

４ 健康食品 １３ ４ 電気 １３ 

借家・賃貸アパート ９ 

 ５ 化粧品 ９ ５ 健康食品 １２ 

７０歳以上   

１ 健康食品 ４５ 

４ 

インターネット通信サービス 

主に インターネット接続回線 

うち 光ファイバー 

２８
25 

21 
   

２ 
放送・コンテンツ等 

主に デジタルコンテンツ 

３４ 

25 

３ 工事・建築・加工 ３１ ５ 

電気 １１ 

  
融資サービス 

主に フリーローン・サラ金 

１１ 

9 
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（６）販売購入形態別  

個々の販売購入形態別件数は全体として減少している。特に、通信販売の件数については、

前年度に件数が多かった架空請求の件数が大きく減少したことから、大きく減少している。 

①販売購入形態別相談受付件数 

表－１１ 販売購入形態別相談件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊マルチ・・・販売組織の加入者が消費者に商品などを購入させ、その販売組織に加入させることに
よって、マージンを得るしくみの商法。儲かると思って加入しても思うように売れず、多額
の借金と在庫を抱えることになる。また、他人を勧誘することで自らが加害者になること
もある。 

＊ネガティブ・オプション・・・注文していない商品を一方的に送りつけ、受け取った消費者が購入しな
ければならないものと勘違いして支払うことを狙った商法。代引配達を
悪用する手口もある。 

②販売購入形態別トラブルの多い商品・サービス 

表－１２  販売購入形態別トラブルの多い商品・サービス 

販売購入形態 H３０ H２９ 増減 

通信販売 ６１７ ８１１ －１９４ 

店舗購入 ５７８ ６２３ －４５ 

電話勧誘販売 １７５ １９３ －１８ 

訪問販売 １４８ １７０ －２２ 

マルチ･マルチまがい（＊） ２９ ３１ －２ 

訪問購入 １４ １３ １ 

ネガティブ・オプション（＊） ９ １２ －３ 

通信販売 店舗購入 電話勧誘販売 
６１７件 件数 ５７８件 件数 １７５件 件数 

放送・コンテンツ等 

主に デジタルコンテンツ 

うち アダルト情報サイト 

オンラインゲーム 

出会い系サイト 

２２２ 

218 

46 

17 

17 

融資サービス 

主に フリーローン・サラ金 

１２２ 

111 

インターネット通信サービス 

主に インターネット接続回線 

うち 光ファイバー 

５５ 

53 

40 

健康食品 ６２ 借家・賃貸アパート ６０ 電気 ３０ 

化粧品 ４３ 

移動通信サービス 

うち 携帯電話サービス 

モバイルデータ通信 

 ２５ 

22 

2 

健康食品  １８ 

電報・固定電話 ５ 

紳士・婦人洋服 １９ 自動車  ２３ 放送・コンテンツ等 ４ 

インターネット通信サービス 

主に インターネット接続回線 

うち 光ファイバー 

１３ 

6 

4 

工事・建築・加工 １９ 

移動通信サービス 

うち モバイルデータ通信 

携帯電話サービス 

 ４ 

3 

1 

訪問販売 マルチ・マルチまがい 訪問購入 
１４８件 件数 ２９件 件数 １４件 件数 

工事・建築・加工 ２８ ファンド型投資商品 １２ アクセサリー ２ 

インターネット通信サービス 

      主に 光ファイバー 

２２ 

  20 
健康食品 ３   

放送・コンテンツ等 １６ 化粧品 ３   

電報・固定電話 ７      

生命保険 ６  

ネガティブ・オプション       健康食品 ４  

              ９件 
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（７）主な悪質商法別 

表－１３ 商法別相談件数と主な商品・サービス 

商 法 H３０ H２９ 増減 主な商品・サービス 

無料商法 ７６ ４５ ３１ アダルト情報サイト(１８)    健康食品（５）    モバイルデータ通信（３） 

ｻｲﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽ
商法 

２６ ２７ －１ デジタルコンテンツ（１３）   ファンド型投資商品（３）    

利殖商法 １７ ２０ －３ ファンド型投資商品 （１２）  デジタルコンテンツ（３） 

当選商法 １２ ５ ７ デジタルコンテンツ（５）、スマートフォン、新聞、祈とうサービス（各１）  

開運商法 ９ ４ ５ 祈とうサービス（４）  デジタルコンテンツ（２）  

＊無料商法・・・「無料で点検する」「お試し無料」など、「無料」をうたい文句に実際は高額な商品を売りつ

ける商法。 

＊サイドビジネス商法・・・「在宅ビジネスで高収入が得られる」などと言って勧誘し、実際は高額な教材等

を購入させる商法。 

＊利殖商法・・・「必ずもうかる」「高配当」と利益ばかりを強調し、投資や出資などを勧誘する商法。 

＊当選商法・・・「○○が当選しました」などと消費者をだまし、お金を支払わせる商法。 

＊開運商法・・・「運勢が開ける」「幸福になる」などのセールストークで商品やサービスを契約させる商法。 
 

（８）架空請求・不当請求 

  ①架空請求（身に覚えのない請求）に関する相談  

架空請求の相談件数は、平成１６年度をピークに１７年度以降は年々減少してきたが、平成

２４年度からは、利用した覚えのないサイト料金等を請求するメールに関する相談が寄せられ

増加傾向にあった。平成２９年度に、メール以外に法務省等をかたり、財産の差押えを強制的

に執行するなどと書かれた架空請求のハガキに関する相談が急増し相談件数が急増した。平成

30年度の相談件数は、前年度と比較して大幅に減少したものの、封書に関する相談は増加し、

ハガキに関する相談も依然多く寄せられている。 

         図－２  架空請求相談件数 年度別推移 
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      表－１４  架空請求方法  

架空請求 Ｈ３０ Ｈ２９ 増減 

メール １０４ ２８０ －１７６ 

ハガキ ３６４ ５０５ －１４１ 

電 話 ４ １４ －１０ 

文書（封書、FAX等） ２０ ４ １６ 

合 計 ４９２ ８０３ －３１１ 

     

  

②不当請求（インターネット有料サイト等のワンクリック請求を含めた不当な請求）に関する相談  

○不当請求の相談件数は、平成１６年度をピークに減少し、横ばい状態が続いていたが、平成

２９年度に前年度の半分以下となり、平成 30年度も同じ件数であった。 

○相談内容は、無料だと思ってアダルトサイトを閲覧していたところ、突然高額な請求を受け

たというものや、アダルトサイトとは関係のないサイトを閲覧していたら、アダルトサイト

や出会い系サイトに接続され、料金を請求されたというものなど、手口は多様化・巧妙化し

ている。 

 

図－３  不当請求相談件数 年度別推移 

 

   

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－１５  不当請求 主な商品・サービス 

 商 品 ・ サービス Ｈ３０ 

１ 

放送・コンテンツ等 

主に デジタルコンテンツ 

うち アダルト情報サイト 

                     出会い系サイト 

５４  

53  

37  

3  

２ 借家・賃貸アパート ９  

３ 

インターネット通信サービス 

主に インターネット接続回線 

うち 光ファイバー 

７  

6  

2  
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４．フリーローン・サラ金、多重債務に関する相談 

○フリーローン・サラ金や多重債務相談は、平成 19年度をピークに減少傾向にあったものが、

平成 28年度に増加し、横ばい状態が続いている。 

  なお、平成 19年度以降の相談件数が大幅に減少した要因は、多重債務相談を法律専門家に確

実に繋ぐよう相談体制を強化したことや、法改正による融資枠規制の導入、市町村の相談窓口

の充実・強化などが考えられる。 

○相談内容としては、生活費のため借金をし返済が困難になった、過去に債務整理をしたが再度

多重債務になった等、厳しい現状が見受けられる。 

 

図－４ フリーローン・サラ金、多重債務相談件数 年度別推移    

    ＊多重債務・・・借入社数に関わらず借金の返済が困難になった状態 

 

表－１６  フリーローン・サラ金、多重債務関係 相談件数 

  H３０ H２９ 増減 

フリーローン・サラ金 １６１ １７１ －１０ 

うち多重債務 １２５ １３８ －１３ 

うちヤミ金 １２ １３ －１ 

 

表－１７  フリーローン・サラ金 年代別・性別相談件数 

フリーローン・ 
サラ金 

男性 女性 団体・不明 H３０ H２９ 増減 

２０歳未満 １ ０ ０ １ ０ １ 

２０歳代 ９ ４ ０ １３ ２４ －１１ 

３０歳代 １５ １２ ０ ２７ ２９ －２ 

４０歳代 ２７ １５ ０ ４２ ３１ １１ 

５０歳代 ２０ １６ ０ ３６ ３６ ０ 

６０歳代 １２ １０ ０ ２２ １８ ４ 

７０歳以上 ５ ４ ０ ９ １４ －５ 

不明 ４ ３ ４ １１ １９ －８ 

合 計 ９３ ６４ ４ １６１ １７１ －１０ 
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図－５ フリーローン・サラ金 年代別相談件数推移 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     表－１８  多重債務 残債務額 

残債務額 件 数 

～５０万円未満 ７ 

５０万円～１００万円未満 １１ 

１００万円台 １８ 

２００万円台 １５ 

３００万円台 １０ 

４００万円台 ９ 

５００万円台 ８ 

６００万円台 １ 

７００万円台 １ 

８００万円台 ２ 

９００万円台 １ 

１，０００万円以上 １３ 

不明 ２９ 

合  計 １２５ 
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５．投資商品に関する相談 

○投資商品に関する相談件数は減少しているが、「ファンド型投資商品」に関する相談が引き続

き多く寄せられている。 

○６０歳以上の方からの相談の割合が、依然として多くを占めている。 

 

   表－１９  公社債・未公開株・ファンド型投資商品 相談件数推移と６０歳以上の相談件数 

 

H２８ H２９ H３０ 
H３０ 

60歳以上 

H３０ 

60歳以上割合
（％） 

公社債 １ ２ ０ ０ ０．０ 

未公開株 ０ ０ ０ ０ ０．０ 

ファンド型 

投資商品 
７ ２６ ２５ １１ ４４．０ 

合  計 ８ ２８ ２５ １１ ４４．０ 

   

 表－２０  公社債・未公開株・ファンド型投資商品 契約金額・既支払い金額 

 平均額 最高額 総 額 

契約金額 2,823,846円 20,000,000円 50,829,240円 

既支払い金額 2,990,058円 20,000,000円 47,840,940円 

   ※平均額は、金額が不明な相談を除き、０円を含む全ての相談の算術平均である。 

 

 

６．劇場型勧誘によるトラブルに関する相談 

    「劇場型勧誘」は、複数の業者が役回りを分担し、消費生活センターなどの公的機関をかた

りながら個人情報の削除を持ちかけ、解決金を支払わせようとする手口や、「訴訟最終告知の

お知らせ」というハガキが届き連絡すると弁護士の番号を案内され、お金を振込むよう指示さ

れるなど、巧妙化・悪質化している。 

 

＜勧誘の手口＞ 

①過去の損失を取り戻すという【被害回復型】 

②お金は代わりに払うので申込みさえすればよいという【代理申請型】 

③不審に思って申込みをやめようとすると脅してくる【恫喝型】 

④郵送や手渡しで支払わせる【口座振込回避型】    

⑤消費生活センターなどの公的機関の名称をかたって安心させる【公的機関装い型】 

 

表－２１  劇場型勧誘 内容別件数及び 60歳以上の相談件数 

内容 件数 
うち契約当事者が 

60歳以上 

60歳以上割合 

（％） 

個人情報削除 ２ ２ １００．０ 

訴訟和解手続 ２ １ ５０．０ 

合  計 4 3 ７５．０ 
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７．県内市町村消費生活相談受付状況 

○県内の市町村の窓口が受け付けた相談は、３,２２４件となっており、前年度（３,１８６件）に

比べ３８件増加した。そのうち、消費生活センターを設置している高知市、南国市、幡多広域

の受付件数合計は２,７２１件で、市町村受付件数全体の約８４％となっている。 

 

  表－２２ 市町村窓口相談受付件数 

  Ｈ３０   Ｈ２９ 

市町村名 市町村受付数 県受付数 合計 市町村名 市町村受付数 県受付数 合計 

高知市 ２，２０４ １，２６６ ３，４７０ 高知市 ２，２５１ １，５４３ ３，７９４ 

室戸市 ６ ４７ ５３ 室戸市 ３ ４９ ５２ 

安芸市 ２７ ５７ ８４ 安芸市 ２６ ７９ １０５ 

南国市 ２３２ １６０ ３９２ 南国市 ２６３ １９７ ４６０ 

土佐市 ５ １１２ １１７ 土佐市 １６ １１８ １３４ 

須崎市 ５７ ５３ １１０ 須崎市 ６０ ５６ １１６ 

宿毛市 ５ ３１ ３６ 宿毛市 ４ ２９ ３３ 

土佐清水市 １８ ２３ ４１ 土佐清水市 ２７ ２３ ５０ 

四万十市 ４ ２６ ３０ 四万十市 ２ ５２ ５４ 

幡多広域 ２８５ ― ２８５ 幡多広域 ２８６ - ２８６ 

香南市 ９６ ７７ １７３ 香南市 ５４ １５０ ２０４ 

香美市 １０７ ８７ １９４ 香美市 １０４ １０６ ２１０ 

東洋町 ２ ８ １０ 東洋町 ０ １２ １２ 

奈半利町 １ ８ ９ 奈半利町 ０ ９ ９ 

田野町 １ １１ １２ 田野町 １ １４ １５ 

安田町 １ ９ １０ 安田町 １ ９ １０ 

北川村 ０ ３ ３ 北川村 ０ ５ ５ 

馬路村 １ ２ ３ 馬路村 ０ １０ １０ 

芸西村 １３ ９ ２２ 芸西村 １１ １２ ２３ 

本山町 ３ １１ １４ 本山町 ０ １１ １１ 

大豊町 １０ １２ ２２ 大豊町 １４ １９ ３３ 

土佐町 ６ １８ ２４ 土佐町 ０ ９ ９ 

大川村 ０ ２ ２ 大川村 ０ ３ ３ 

いの町 １０ １２２ １３２ いの町 １６ １２５ １４１ 

仁淀川町 １２ １３ ２５ 仁淀川町 ５ １４ １９ 

中土佐町 ３ ２０ ２３ 中土佐町 １ １４ １５ 

佐川町 ４ ３５ ３９ 佐川町 ５ ５２ ５７ 

越知町 ２ ２１ ２３ 越知町 １ ２４ ２５ 

梼原町 ３１ ７ ３８ 梼原町 ６ ８ １４ 

日高村 ３ １８ ２１ 日高村 ５ １１ １６ 

津野町 ６ １７ ２３ 津野町 ５ ２２ ２７ 

四万十町 １９ ３５ ５４ 四万十町 １７ ４２ ５９ 

大月町 ０ ５ ５ 大月町 ０ １１ １１ 

三原村 １ ３ ４ 三原村 ０ ３ ３ 

黒潮町 ４９ ２４ ７３ 黒潮町 ２ １６ １８ 

市町村合計 ３，２２４ ２，３５２ ５，５７６ 市町村合計 ３，１８６ ２，８５７ ６，０４３ 

市町村不明   １０９ １０９ 市町村不明 . １５５ １５５ 

県外   ６５ ６５ 県外   ６１ ６１ 

無回答   ５３ ５３ 無回答   ３７ ３７ 

総 計 ３，２２４ ２，５７９ ５，８０３ 総 計 ３，１８６ ３，１１０ ６，２９６ 
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